
平成１４年２月期 個別中間財務諸表の概要       店 
 

平成１３年１０月２５日 
会 社 名 株式会社 レイ  登録銘柄 
コード番号 4317  本社所在都道府県  東京都 
本社所在地 東京都港区六本木六丁目１５番２１号   
問い合わせ先 責 任 者 役 職 名  常 務 取 締 役   
 氏 名  刈 田 宏  ＴＥＬ（０３）５４１０－４０５７ 
決算取締役会開催日  平成１３年１０月２５日 中間配当制度の有無   ○有・無 
中間配当支払開始日  平成 －年 －月 －日   
 
１． １３年８月中間期の業績（平成１３年３月１日～平成１３年８月３１日） 
(1) 経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１３年８月中間期 3,630 (   9.6) 425 (   1.7) 409 (   2.3) 
１２年８月中間期 3,312 (   9.2) 418 ( 220.3) 400 ( 253.2) 

１３年２月期 6,168  595  557  

 

 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

１ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 

１３年８月中間期 233 (   4.6) 49 54 
１２年８月中間期 223 ( 254.8) 1,406 11 

１３年２月期 241  1,500 81 

（注）1．期中平均株式数 13 年８月中間期 4,709,760 株 12 年８月中間期 158,648 株 13 年２月期 160,835 株 

2．会計処理の方法の変更  有・○無  
3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

4．期中平均株式数は、平成 13 年６月 20 日株式分割が期首にあったものとして算出しております。 

 

(2) 配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 

１３年８月中間期 － － ――― 
１２年８月中間期 － － ――― 

１３年２月期 ――― 50 00 

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％ 円 銭 

１３年８月中間期 4,275 1,214 28.4 257 85 
１２年８月中間期 4,171 755 18.1 4,668 15 

１３年２月期 4,475 994 22.2 4,221 24 

（注）1．期末発行済株式数 13 年８月中間期 4,709,760 株 12 年８月中間期 161,838 株 13 年２月期 235,488 株 

2．平成 13 年６月 20 日付をもって、500 円額面株式１株を 50 円額面株式 20 株に分割しております。 

 
２．１４年２月期の業績予想（平成１３年３月１日～平成１４年２月２８日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  

  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 

通 期 6,837 637 360 5 00 5 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    67 円  98 銭 
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中間財務諸表等 

中間貸借対照表      
（単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成12年８月31日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年８月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年２月28日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※２ 1,326,107  1,155,427  1,655,999  

２．受取手形  169,696         197,154  181,160  

３．売掛金  1,676,488  1,689,522  1,429,142  

４．たな卸資産  139,541         209,212  190,000  

５．前払費用  42,322  43,240  34,765  

６．繰延税金資産  36,369  67,151  54,058  

７．短期貸付金 ※５ －  60,000  －  

８．その他 ※４ 50,678  206,378  31,451  

９．貸倒引当金  △  14,323  △   7,221  △  12,441  

流動資産合計  3,426,881 82.2 3,620,866 84.7 3,564,136 79.6 

Ⅱ 固定資産        

(1)有形固定資産        

１．建物 ※１ 68,374  74,407  51,799  

２．機械及び装置 ※１ 163,604  158,219  144,899  

３．車両及び運搬具 ※１ 3,288  2,264  2,693  

４．工具器具及び備品 ※１ 53,750  69,031  73,279  

５．建設仮勘定  －  －  255,864  

有形固定資産合計  289,017  303,923  528,536  

(2)無形固定資産  104,337  74,572  90,324  

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※２ 14,553  36,026  47,115  

２．関係会社株式  112,709  55,440  55,440  

３．長期貸付金  56,917  50,549  53,412  

４．破産債権、更生債権その他 
      これらに準ずる債権 

 75,747  42,424  50,381  

５．敷金及び保証金 ※２ 162,176  143,556  145,263  

６．繰延税金資産  40,814  39,376  39,800  

７．その他  8,062  2,097  4,865  

８．貸倒引当金  △  80,542  △  92,962  △ 103,392  

９．投資損失引当金  △  39,575  －  －  

投資その他の資産合計  350,862  276,507  292,887  

固定資産合計  744,217 17.8 655,004 15.3 911,748 20.4 

資産合計  4,171,099 100.0 4,275,870 100.0 4,475,885 100.0 



 

－ 3 － 

      （単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成12年８月31日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年８月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年２月28日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金  764,537  662,421  533,402  

２．短期借入金 ※２ 1,345,140  1,000,000  1,142,802  

３．一年以内に返済予定の長期借入金 ※２ 477,612  460,986  569,546  

４．未払金 ※４ 112,818  108,538  368,009  

５．未払法人税等  167,815  193,481  173,622  

６．未払消費税等  34,138  49,392  18,176  

７．未払費用  57,264  57,655  53,721  

８．賞与引当金  61,686  118,728  91,103  

９．新株引受権  4,320  －  －  

10．その他  14,129  103,598  28,999  

流動負債合計  3,039,462 72.9 2,754,803 64.4 2,979,382 66.6 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２ 376,151  306,673  502,450  

固定負債合計  376,151 9.0 306,673 7.2 502,450 11.2 

負債合計  3,415,614 81.9 3,061,476 71.6 3,481,833 77.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  177,882 4.3 285,853 6.7 285,853 6.4 

Ⅱ 資本準備金  142,892 3.4 255,183 6.0 255,183 5.7 

Ⅲ 利益準備金  4,100 0.1 5,300 0.1 4,100 0.1 

Ⅳ その他の剰余金        

１．別途積立金  160,000  160,000  160,000  

２．特別償却準備金  8,799  18,476  8,799  

３．中間(当期)未処分利益  261,809  490,792  280,114  

その他の剰余金合計  430,609 10.3 669,268 15.6 448,914 10.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  － － △   1,211 △ 0.0 － － 

資本合計  755,484 18.1 1,214,394 28.4 994,051 22.2 

負債資本合計  4,171,099 100.0 4,275,870 100.0 4,475,885 100.0 
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中間損益計算書      
（単位：千円） 

前中間会計期間 
 

自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
 

自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  3,312,090 100.0 3,630,741 100.0 6,168,108 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,239,840 67.6 2,523,075 69.5 4,226,949 68.5 

売上総利益  1,072,249 32.4 1,107,666 30.5 1,941,158 31.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  654,161 19.8 682,351 18.8 1,345,871 21.8 

営業利益  418,087 12.6 425,314 11.7 595,287 9.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,156 0.1 3,020 0.1 5,010 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 20,976 0.6 18,848 0.5 42,651 0.7 

経常利益  400,267 12.1 409,486 11.3 557,647 9.0 

Ⅵ 特別利益 ※３ 3,289 0.1 35,208 0.9 16,327 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４ 7,102 0.2 30,801 0.8 103,799 1.7 

税引前中間(当期)純利益  396,454 12.0 413,893 11.4 470,174 7.6 

法人税、住民税及び事業税  167,693 5.1 193,234 5.3 239,782 3.8 

法人税等調整額  5,684 0.2 △  12,669 △ 0.3 △  10,990 △ 0.1 

中間（当期）純利益  223,077 6.7 233,328 6.4 241,382 3.9 

前期繰越利益  38,732  257,464  38,732  

中間(当期)未処分利益  261,809  490,792  280,114  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法、

ただし、商品販売契約に基

づいて販売先に納入すべ

き部材の納入が完了して

いない仕入先からの既納

入品は、個別法による原価

法によっております。 

原材料 

総平均法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(1) たな卸資産 

商品 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

原材料 

同左 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(1) たな卸資産 

商品 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

原材料 

同左 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 (2）有価証券 

取引所の相場のある有価

証券 

総平均法による低価法

（切放し方式） 

その他の有価証券 

総平均法による原価法 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券 

総平均法による原価法 

子会社株式 

総平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は総平均法に

より算定） 

時価のないもの 

総平均法による原価

法 

(2）有価証券 

取引所の相場のある有価

証券 

総平均法による低価法

（切放し方式） 

その他の有価証券 

総平均法による原価法 

  

 

(3) デリバティブ 

時価法 

 

 

  (4) 運用目的の金銭の信託 

時価法 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

法人税法の規定による定

率法 

 

 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

８～15年 

機械及び装置 

６～８年 

工具器具及び備品 

５～６年 

(1）有形固定資産 

法人税法の規定による定

率法 

 

 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）

は社内における利用可能期間

（５年）による定額法、それ

以外の無形固定資産について

は法人税法の規定による定額

法によっております。 

（追加情報） 

前期まで投資その他の資

産の「長期前払費用」に計上

しておりましたソフトウェア

につきましては、「研究開発

費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本

公認会計士協会会計制度委員

会報告第12号 平成11年３月

31日）における経過措置の適

用により、従来の会計処理方

法を継続して採用しておりま

す。 

ただし、同報告により上記

に係るソフトウェアの表示に

ついては、投資その他の資産

の「長期前払費用」から無形

固定資産の「ソフトウェア」

に科目名を変更し、減価償却

の方法については、社内にお

ける利用可能期間に基づく定

額法に寄っております。 

なお、当中間会計期間に発

生した自社利用のソフトウェ

アについては、「研究開発費

等に係る会計基準」（企業会

計審議会平成10年３月13日）

に基づき、無形固定資産に「ソ

フトウェア」として計上し、

上記方法により償却しており

ます。 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）

は社内における利用可能期間

（５年）による定額法、それ

以外の無形固定資産について

は法人税法の規定による定額

法によっております。 

（追加情報） 

前期まで投資その他の資

産の「長期前払費用」に計上

しておりましたソフトウェア

につきましては、「研究開発

費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本

公認会計士協会会計制度委員

会報告第12号 平成11年３月

31日）における経過措置の適

用により、従来の会計処理方

法を継続して採用しておりま

す。 

ただし、同報告により上記

に係るソフトウェアの表示に

ついては、投資その他の資産

の「長期前払費用」から無形

固定資産の「ソフトウェア」

に科目名を変更し、減価償却

の方法については、社内にお

ける利用可能期間に基づく定

額法に寄っております。 

なお、当期に発生した自社

利用のソフトウェアについて

は、「研究開発費等に係る会

計基準」（企業会計審議会平

成10年３月13日）に基づき、

無形固定資産に「ソフトウェ

ア」として計上し、上記方法

により償却しております。 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

 (3）長期前払費用 

法人税法の規定による定

額法 

(3）長期前払費用 

定額法 

 

(3）長期前払費用 

法人税法の規定による定

額法 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

法人税法に規定する実績

繰入率による繰入限度額のほ

か貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

(2) 投資損失引当金 

子会社等に対する投資の

損失に備えるため、投資先の

財政状態ならびに将来の回復

見込み等を勘案し、個別検討

による必要額を見積り計上し

ています。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備

えるため将来の支給見込額の

うち当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、法人税法に規

定する実績繰入率に基づく繰

入限度額のほか、個別債権の

回収可能性を検討して回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備

えるため､将来の支給見込額

のうち当期負担額 を計上し

ております。 

４．重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、為替差額は損益

として処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨

に換算し、為替差額は損益とし

て処理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

６．ヘッジ会計の方法 ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

(1）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法…繰延ヘ

ッジ処理を採用しておりま

す。また、金利スワップ取引

のうち、「金利スワップの特

例処理」（金融商品に係る会

計基準注解（注14））の対象

となる取引については、当該

特例処理を適用しておりま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャッ

プ、金利ス

ワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(3) ヘッジ方針 

ヘッジの対象とするリスク

は金利リスクとし、金利の変

動リスクをヘッジする目的で

取締役会の承認に基づきデリ

バティブ取引を利用しており

ます。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計

額とヘッジ対象の変動額累計

額を比較して有効性を判定し

ております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省

略しております。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報   

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 

 

 

 

（金融商品会計） 

当中間会計期間から金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年１月22日））

を適用し、有価証券の評価方法、貸

倒見積高の算定方法等について変更

しております。この結果、従来の方

法によった場合と比較して、経常利

益は10,852千円、税引前当期中間純

利益は17,713千円増加しており、そ

の他有価証券評価差額金1,211千円

が計上されております。 

また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、売買目的有

価証券及び満期保有目的の債券及び

その他有価証券に含まれている債券

のうち１年内に満期の到来するもの

は流動資産の有価証券として、それ

ら以外は投資有価証券として表示し

ております。 

（外貨建取引等会計基準） 

当中間会計期間から改訂後の外貨

建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年

10月22日））を適用しております。

この変更による損益への影響額は軽

微であります。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成12年８月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年８月31日現在） 

前事業年度末 
（平成13年２月28日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

506,218千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

375,222千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

335,439千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

定期預金            20,000千円 

投資有価証券         3,950千円 

敷金及び保証金      64,785千円 

計                88,735千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金         238,000千円 

一年内返済予定長期借入金       

234,878千円 

長期借入金         222,111千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

定期預金            20,000千円 

投資有価証券         3,030千円 

敷金及び保証金      64,785千円 

計                87,815千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金         450,000千円 

一年内返済予定長期借入金       

226,890千円 

長期借入金         150,709千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

定期預金            20,000千円 

投資有価証券         3,512千円 

敷金及び保証金      64,785千円 

計                88,297千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金         516,002千円 

一年内返済予定長期借入金       

267,516千円 

長期借入金         249,025千円 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を

おこなっております。 

 

保 証 先 金 額 内 容 

 

デジタル

サイト㈱ 

千円 

 

83,338 

 

 

借入債務 

計 83,388 － 

 

 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機

関からの借入及び事務機器のリ

ースに対し債務保証をおこなっ

ております。 

保証先 金 額 内 容 

 

デジタル

サイト㈱ 

千円 

 

50,014 

 

 

借入債務 

㈱ウイーズ・

ブレーン 

 

682 

 

リース債務 

計 50,696 － 
 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機

関からの借入及び事務機器のリ

ースに対し債務保証をおこなっ

ております。 

保 証 先 金 額 内 容 

 

デジタル

サイト㈱ 

千円 

 

66,676 

 

 

借入債務 

㈱ウイーズ・

ブレーン 

 

1,340 

 

リース債務 

計 68,016 － 
 

※４     ――――― 

 

 

 

 

 

※４ 外貨建資産、負債の主たる内容は

次のとおりであります。 

科 目 
 
外 貨 額 

 中間貸借対照表 

計 上 額 

未払金     2千米ﾄﾞﾙ        325千円 

未払金       31千ﾕｰﾛ       5,683千円 

※４ 外貨建資産、負債の主たる内容は

次のとおりであります。 

科 目 
 
外 貨 額 

 貸 借 対 照 表 

計 上 額 

前渡金       90千ﾕｰﾛ       9,590千円 

 

※５     ――――― 

 

 

※５ 短期貸付金は子会社であるデジタ

ルサイト㈱に対してのものでありま

す。 

※５     ――――― 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息             1,670千円 

受取配当金             505千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息             1,843千円 

受取配当金             401千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息             3,468千円 

受取配当金             647千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            20,975千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            17,094千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            42,076千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資損失引当金戻入額 3,260千円 

 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益   4,768千円 

貸倒引当金戻入額    10,382千円 

違約金収入          20,000千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益   9,067千円 

貸倒引当金戻入額     5,739千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 6,919千円 

 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損  23,639千円 

 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損      35,909千円 

投資有価証券評価損   7,842千円 

棚卸資産評価損      12,127千円 

貸倒引当金繰入額    47,920千円 

５ 減価償却実施額 

   有形固定資産        42,094千円 

無形固定資産        18,970千円 

投資その他の資産その他         

1,321千円 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産    44,583千円 

 無形固定資産    19,979千円 

投資その他の資産その他         

                       1,242千円 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産        91,659千円 

 無形固定資産    38,606千円 

投資その他の資産その他         

2,563千円 
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（リース取引関係）     

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 513,995千円 １年内 423,492千円 １年内 427,279千円 

１年超 556,084千円 １年超 738,215千円 １年超 566,019千円 

合計 1,070,079千円 合計 1,161,707千円 合計 993,298千円 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 千円  千円  千円 

支払リース料   326,255     支払リース料   315,527   支払リース料   636,137   

減価償却費相当額  308,729   減価償却費相当額   305,108   減価償却費相当額   592,596   

支払利息相当額     13,692     支払利息相当額     12,984   支払利息相当額     35,705   

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

機械及び 
装置 

2,278,291 1,164,962 1,113,329 

その他 44,136 23,563 20,572 

合計 2,322,428 1,188,526 1,133,901 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

機械及び 
装置 

2,262,206 1,237,722 1,024,484 

その他 34,812 20,439 14,372 

合計 2,297,018 1,258,161 1,038,857 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

機械及び 
装置 

2,223,668 1,274,655 949,013 

その他 39,763 17,903 21,860 

合計 2,263,431 1,292,558 970,873 
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（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 
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（重要な後発事象）   

前中間会計期間 
自 平成12年３月１日 
至 平成12年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成13年３月１日 
至 平成13年８月31日 

前事業年度 
自 平成12年３月１日 
至 平成13年２月28日 

――――― （公募増資） 

当社は、平成13年10月17日に日本

証券業協会に店頭上場いたしまし

た。店頭上場に際し、平成13年９月

10日及び平成13年９月25日開催の

取締役会において以下のとおり公

募増資による新株発行を決議し、平

成13年10月16日に払込が完了して

おります。 

１．発行した株式の種類及び数 

普通株式          600,000株 

２．発行価額 

１株につき            510円 

３．発行価額の総額 

306,000千円 

４．発行価格 

１株につき            600円 

５．発行価格の総額 

360,000千円 

６．資本組入額 

１株につき           255円 

７．資本組入額の総額 

153,000千円 

８．払込期日    平成13年10月16日 

９．配当起算日  平成13年９月１日 

なお、上記株式の発行により、平

成13年10月17日時点の資本金は

438,853千円、発行済株式総数は

5,309,760株となっております。 

手取金は、全額設備資金に充当す

る予定であります。 

（株式分割） 

平成13年５月15日開催の第20期

定時株主総会において「定款一部変

更の件（会社が発行する株式の総

数，額面株式１株の金額及び単位の

株式の数）」が承認されたことによ

り、平成13年４月17日開催の取締役

会決議に基づき、平成13年６月20日

に下記のように株式分割による新

株式を発行いたしました。 

１．平成13年６月20日をもって500

円額面普通株式１株を50円額面

普通株式20株に分割する。 

(1) 分割により増加する株式数 

額面普通株式   4,474,272

株 

(2) 分割方法 

平成13年２月28日現在の株

主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき、20株の

割合をもって分割する。 

２．配当起算日  平成13年３月１日 

 
 
 
 
 
 
 
 


